
【資料14】災害廃棄物処理フロー（全県：災害

廃棄物発生量が最大及び最小のケース，地域

別：災害廃棄物発生量が最大のケース） 

注 1：（ ）内の構成割合（％）は，四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 
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資源化量

0.0%

34.6%

1,659

t

0 t

資源化量 減量化量

非資源化量

0

資源化量

処理総括表

資源化量 3,921,757 ｔ

0.0%

3.6%

粗選別処理

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他

二次破砕・粒度調整等

焼却灰量 0

6.7%

4.0%

0.0%

0.0%

t

10.7%

1.3%

）

1,539,840 ｔ

仮置場

金属くず

491,447 ｔ
ｔ

（ 4.4% ）

重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

※要焼却処理量

不燃系混合物

202,558

ｔｔ

（

551,751

1,462,848 t 1,462,848

ｔ

(t)

1,539,840
資源化量 資源化量

ｔ

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量

31.7%

津波堆積物
（廃棄物処理対象量）

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

（ 33.4% ）

76,992 t 76,992

地域名： 全県【12地震等のうち発生量最大のケース】

想定災害名： 南海トラフ(西､津C11)

717,275

2,354,284

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

土木建設資材等により有効利用する。

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。

可燃系混合物

ｔ
ｔ

60,304 t 焼却灰量 埋立処分量

ｔ
可燃物

ｔ

焼却灰量 184,294 ｔ

ｔ

1,596,489

発生現場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

202,558 t 埋立処分量 382,489 ｔ

( 85.0% )

コンクリートがら
555,237

非資源化量
（ 12.0% ）

資源化量 金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

コンクリートがら 非資源化量

ｔ 資源化量木くず
その他 432,375 ｔ

34.6% ）（ 51.1% ）

9.4%

2,231,422

埋立処分量
資源化が難しいため埋立処分とする。

122,862 ｔ

225,828 ｔ
（ 66.6% ）

165,524 t

【種類】 122,862 ｔ
不燃物混合廃棄物

2.7%

(t) 柱角材 0 t

（ 15.6%

災害廃棄物処理フロー

焼却量 減量化量 307,153

中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容発生現場 仮置場

ｔ
資源化量 セメント原料，山元還元による資源化を

行う。（ 12.0% ） 491,447

33.4%

6.7%

減量化量

307,153 ｔ

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

165,524 ｔ
資源化量

減量化量 0 t

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。184,294 ｔ 182,635

t3,071,559

（ 3.6% ） 焼却量

災害廃棄
物発生量

資源化量

減量化量
埋立処分量
資源化量



【災害廃棄物発生量等の推計―12地震等のうち発生量最大のケース】

＜南海トラフ地震（地震動：西側ケース，津波：CASE11）＞ （数値は県計）

災害廃棄物・津波堆積物の発生量の推計（市町村ごと）

（災害廃棄物3,071,559ｔ，津波堆積物1,539,840ｔ）【4,611,399ｔ】

発生量のうち資源化量・要処理量の推計（市町村ごと）

【4,611,399ｔ】〔100％〕

（各地域ごと）

3,920,098 491,447 199,854

資源化量〔85.0％〕 焼却量 埋立量〔8.3％〕

【3,921,757ｔ】 焼却灰の 焼却によ 焼却灰の 【382,489ｔ】

(3,920,098 資源化 る減量 埋立 (199,854+

+1,659) 1,659 307,153 182,635 182,635)

〔6.7％〕

要処理量 【873,936ｔ】<100％>

（焼却分 491,447ｔ，埋立分 382,489ｔ）

一般廃棄物処理施設での処理可能量 左記で処理できない量

<36.9％>【322,293ｔ】 <63.1％>【551,643ｔ】

焼却分 266,280ｔ 焼却分 225,167ｔ

埋立分 56,013ｔ 埋立分 326,476ｔ

各地域内，県内で処理 県内の産業 県内の仮 県域を越

（資源化，焼却，埋立） 廃棄物処理 設焼却炉 えた広域

施設で処理 で処理 処理

※ 災害廃棄物発生量は，総務省「平成27年度固定資産の価格等の概要調書（都道府県別表）」を

用いて推計した。一般廃棄物処理施設での処理可能量は，環境省「平成27年度一般廃棄物処理実

態調査」を用いて推計した（高位シナリオのケース，処理期間３年）。
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【処理】 ( )

( )
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災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

16.0% 10.0% 10.0%

粗選別処理 焼却量 減量化量 2,894 ｔ 減量化量
0.0%

資源化量 セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 18.0% ） 4,629 t

6.0%
2,894

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 23.4% ） 5,207 ｔ

ｔ
焼却灰量 1,735 ｔ

6.0% 6.0%

578 t 焼却灰量 埋立処分量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
2.0% 16 ｔ

7.4%

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
1,735 ｔ 1,719 ｔ

6,769 ｔ t
(t) 柱角材 0 t

0.0%
（ 5.4% ） 焼却量 減量化量 0

（ 100.0% ）
1,562 t 4.0%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

1,562 ｔ
5.4%

資源化量 2,140 ｔ

28,927 焼却灰量 0 t 資源化量

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】
二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他

1,158 ｔ
不燃物 1,158 ｔ混合廃棄物 14.0%

非資源化量
4.0%

（ 18.0% ） 埋立処分量

72.6%

（ 76.6% ） （ 52.0% ） 資源化量

コンクリートがら
5,207 ｔ 資源化量木くず

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

4,049 ｔ

15,041 ｔ
二次破砕・粒度調整等

0 t
52.0%

資源化量

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量 21,000 ｔ

22,158 ｔ

※要焼却処理量 1,910 ｔ 0 t
4,629 ｔ

6.6%

処理総括表

15,041 t
（ 6.6% ）

金属くず 非資源化量

)

1,910 t 埋立処分量 2,877 ｔ ( 10.0% )

資源化量 減量化量 2,894 ｔ ( 10.0%

80.0% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 23,156 ｔ (

(t) ※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

0
資源化量 資源化量

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。

津波堆積物
（廃棄物処理対象量） 0 ｔ 0 t 0 ｔ

（ ）津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量

地域名： 全県【12地震等のうち発生量最小のケース】

想定災害名： 県北部直下（人吉盆地南縁断層近辺）

土木建設資材等により有効利用する。
0 t 0 ｔ

減量化量
埋立処分量
資源化量



【災害廃棄物発生量等の推計―12地震等のうち発生量最小のケース】

＜県北部直下地震（人吉盆地南縁断層近辺）＞ （数値は県計）

災害廃棄物・津波堆積物の発生量の推計（市町村ごと）

（災害廃棄物28,927ｔ，津波堆積物0ｔ）【28,927ｔ】

発生量のうち資源化量・要処理量の推計（市町村ごと）

【28,927ｔ】〔100％〕

（各地域ごと）

23,140 4,629 1,158

資源化量〔80.0％〕 焼却量 埋立量〔10.0％〕

【23,156ｔ】 焼却灰の 焼却によ 焼却灰の 【2,877ｔ】

(23,140+16) 資源化 る減量 埋立 (1,158+1,719)

16 2,894 1,719

〔10.0％〕

要処理量 【7,506ｔ】<100％>

（焼却分 4,629ｔ，埋立分 2,877ｔ）

一般廃棄物処理施設での処理可能量 左記で処理できない量

<100.0％>【7,506ｔ】 <0％>【0ｔ】

焼却分 4,629ｔ 焼却分 0ｔ

埋立分 2,877ｔ 埋立分 0ｔ

各地域内，県内で処理 県内の産業 県内の仮 県域を越

（資源化，焼却，埋立） 廃棄物処理 設焼却炉 えた広域

施設で処理 で処理 処理

※ 災害廃棄物発生量は，総務省「平成27年度固定資産の価格等の概要調書（都道府県別表）」を

用いて推計した。一般廃棄物処理施設での処理可能量は，環境省「平成27年度一般廃棄物処理実

態調査」を用いて推計した（高位シナリオのケース，処理期間３年）。
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【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。24,240 ｔ 1,212

地域名： 鹿児島地域

想定災害名： 鹿児島湾直下

土木建設資材等により有効利用する。

t 1,212 ｔ

（ 1.3% ）
0.1% 0.1%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

23,028 t 23,028 ｔ

24,240
1.2% 1.2%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

1.3%

80.3% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 1,479,335 ｔ (

※要焼却処理量 115,397 ｔ 0 t
291,065 ｔ

6.3%

)

115,397 t 埋立処分量 182,146 ｔ ( 9.9% )

資源化量 減量化量 181,916 ｔ ( 9.9%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

933,931 t
（ 6.3% ）

金属くず 非資源化量

1,362,533 ｔ

73.9%

（ 77.9% ） （ 50.7% ） 資源化量

933,931 ｔ 0 t

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

313,205 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

50.7%

資源化量

1,435,299 ｔ
二次破砕・粒度調整等

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 72,766 ｔ
不燃物 72,766 ｔ混合廃棄物 17.0%

非資源化量
3.9%

（ 20.9% ） 埋立処分量

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他コンクリートがら

385,971 ｔ 資源化量木くず

（ 98.7% ）
88,541 t 3.9%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

88,541 ｔ
4.8%

資源化量 92,792 ｔ

1,819,156 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
0.2%

5.0%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
109,149 ｔ 108,167 ｔ

383,857 ｔ

295,316 ｔ
5.9% 5.9%

4,251 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 4.8% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 20.8% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.1%

資源化量

982 ｔ

減量化量

181,916 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 16.0% ） 291,065 t

15.8% 9.9%

焼却量 減量化量 181,916 ｔ
5.9%

焼却灰量 109,149

9.9%

減量化量
埋立処分量
資源化量



( ) ( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )
( )

( )

( )

【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。136,080 ｔ 6,804

地域名： 南薩地域

想定災害名： 種子島東方沖

土木建設資材等により有効利用する。

t 6,804 ｔ

（ 33.9% ）
1.7% 1.7%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

129,276 t 129,276 ｔ

136,080
32.2% 32.2%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

33.9%

85.1% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 342,039 ｔ (

※要焼却処理量 17,542 ｔ 0 t
42,524 ｔ

4.4%

)

17,542 t 埋立処分量 33,237 ｔ ( 8.3% )

資源化量 減量化量 26,578 ｔ ( 6.6%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

138,202 t
（ 4.4% ）

金属くず 非資源化量

192,952 ｔ

48.0%

（ 50.7% ） （ 34.4% ） 資源化量

138,202 ｔ 0 t

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

37,208 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

34.4%

資源化量

203,583 ｔ
二次破砕・粒度調整等

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 10,631 ｔ
不燃物 10,631 ｔ混合廃棄物 9.3%

非資源化量
2.6%

（ 11.9% ） 埋立処分量

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他コンクリートがら

47,839 ｔ 資源化量木くず

（ 66.1% ）
14,352 t 2.6%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

14,352 ｔ
3.6%

資源化量 19,667 ｔ

265,774 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
1.3%

4.9%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
15,946 ｔ 15,802 ｔ

62,191 ｔ

47,839 ｔ
4.0% 3.9%

5,315 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 3.6% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 15.5% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.0%

資源化量

144 ｔ

減量化量

26,578 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 11.9% ） 42,524 t

10.6% 6.6%

焼却量 減量化量 26,578 ｔ
4.0%

焼却灰量 15,946

6.6%

減量化量
埋立処分量
資源化量



( ) ( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )
( )

( )

( )

【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。60,000 ｔ 3,000

地域名： 北薩地域

想定災害名： 県西部直下

土木建設資材等により有効利用する。

t 3,000 ｔ

（ 9.2% ）
0.5% 0.5%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

57,000 t 57,000 ｔ

60,000
8.7% 8.7%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

9.2%

81.4% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 531,707 ｔ (

※要焼却処理量 38,756 ｔ 0 t
94,878 ｔ

5.9%

)

38,756 t 埋立処分量 61,978 ｔ ( 9.5% )

資源化量 減量化量 59,299 ｔ ( 9.1%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

306,689 t
（ 5.9% ）

金属くず 非資源化量

433,921 ｔ

66.5%

（ 70.1% ） （ 47.0% ） 資源化量

306,689 ｔ 0 t

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

88,476 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

47.0%

資源化量

457,640 ｔ
二次破砕・粒度調整等

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 23,719 ｔ
不燃物 23,719 ｔ混合廃棄物 13.5%

非資源化量
3.6%

（ 17.2% ） 埋立処分量

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他コンクリートがら

112,195 ｔ 資源化量木くず

（ 90.8% ）
31,229 t 3.6%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

31,229 ｔ
4.8%

資源化量 40,466 ｔ

592,984 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
1.4%

6.2%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
35,579 ｔ 35,259 ｔ

135,344 ｔ

104,115 ｔ
5.4% 5.4%

9,237 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 4.8% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 20.7% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.0%

資源化量

320 ｔ

減量化量

59,299 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 15.9% ） 94,878 t

14.5% 9.1%

焼却量 減量化量 59,299 ｔ
5.4%

焼却灰量 35,579

9.1%

減量化量
埋立処分量
資源化量



( ) ( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )
( )

( )

( )

【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。0 ｔ 0

地域名： 姶良・伊佐地域

想定災害名： 南海トラフ(陸､津C5)

土木建設資材等により有効利用する。

t 0 ｔ

（ 0.0% ）
0.0% 0.0%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

0 t 0 ｔ

0
0.0% 0.0%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

0.0%

80.1% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 560,004 ｔ (

※要焼却処理量 46,170 ｔ 0 t
111,925 ｔ

6.6%

)

46,170 t 埋立処分量 69,575 ｔ ( 9.9% )

資源化量 減量化量 69,953 ｔ ( 10.0%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

363,756 t
（ 6.6% ）

金属くず 非資源化量

507,861 ｔ

72.6%

（ 76.6% ） （ 52.0% ） 資源化量

363,756 ｔ 0 t

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

97,935 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

52.0%

資源化量

535,842 ｔ
二次破砕・粒度調整等

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 27,981 ｔ
不燃物 27,981 ｔ混合廃棄物 14.0%

非資源化量
4.0%

（ 18.0% ） 埋立処分量

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他コンクリートがら

125,916 ｔ 資源化量木くず

（ 100.0% ）
37,774 t 4.0%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

37,774 ｔ
5.4%

資源化量 51,765 ｔ

699,532 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
2.0%

7.4%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
41,972 ｔ 41,594 ｔ

163,690 ｔ

125,916 ｔ
6.0% 5.9%

13,991 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 5.4% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 23.4% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.1%

資源化量

378 ｔ

減量化量

69,953 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 18.0% ） 111,925 t

16.0% 10.0%

焼却量 減量化量 69,953 ｔ
6.0%

焼却灰量 41,972

10.0%

減量化量
埋立処分量
資源化量



( ) ( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )
( )

( )

( )

【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。232,560 ｔ 11,628

地域名： 大隅地域

想定災害名： 種子島東方沖

土木建設資材等により有効利用する。

t 11,628 ｔ

（ 14.8% ）
0.7% 0.7%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

220,932 t 220,932 ｔ

232,560
14.0% 14.0%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

14.8%

82.3% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 1,293,995 ｔ (

※要焼却処理量 87,308 ｔ 0 t
214,467 ｔ

5.6%

)

87,308 t 埋立処分量 144,946 ｔ ( 9.2% )

資源化量 減量化量 134,042 ｔ ( 8.5%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

691,934 t
（ 5.6% ）

金属くず 非資源化量

983,558 ｔ

二次破砕・粒度調整等

62.5%

（ 65.9% ） （ 44.0% ） 資源化量

691,934 ｔ 0 t

コンクリートがら
257,933 ｔ 資源化量木くず

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

204,316 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

44.0%

資源化量

1,037,175 ｔ

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 53,617 ｔ
不燃物 53,617 ｔ混合廃棄物 13.0%

非資源化量
3.4%

（ 16.4% ） 埋立処分量

（ 85.2% ）
69,969 t 3.4%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

69,969 ｔ
4.4%

資源化量 88,781 ｔ

1,340,423 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
1.2%

5.6%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
80,425 ｔ 79,701 ｔ

303,248 ｔ

233,279 ｔ
5.1% 5.1%

18,812 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 4.4% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 19.3% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.0%

資源化量

724 ｔ

減量化量

134,042 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 14.8% ） 214,467 t

13.6% 8.5%

焼却量 減量化量 134,042 ｔ
5.1%

焼却灰量 80,425

8.5%

減量化量
埋立処分量
資源化量



( ) ( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )
( )

( )

( )

【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。373,440 ｔ 18,672

地域名： 熊毛地域

想定災害名： 南海トラフ(基､津C11)

土木建設資材等により有効利用する。

t 18,672 ｔ

（ 77.8% ）
3.9% 3.9%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

354,768 t 354,768 ｔ

373,440
73.9% 73.9%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

77.8%

91.7% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 440,057 ｔ (

※要焼却処理量 7,031 ｔ 0 t
17,045 ｔ

1.5%

)

7,031 t 埋立処分量 29,268 ｔ ( 6.1% )

資源化量 減量化量 10,653 ｔ ( 2.2%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

55,400 t
（ 1.5% ）

金属くず 非資源化量

77,347 ｔ

二次破砕・粒度調整等

16.1%

（ 17.0% ） （ 11.5% ） 資源化量

55,400 ｔ 0 t

コンクリートがら
19,177 ｔ 資源化量木くず

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

14,916 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

11.5%

資源化量

81,608 ｔ

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 4,261 ｔ
不燃物 4,261 ｔ混合廃棄物 3.1%

非資源化量
0.9%

（ 4.0% ） 埋立処分量

（ 22.2% ）
5,752 t 0.9%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

5,752 ｔ
1.2%

資源化量 7,884 ｔ

106,537 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
0.4%

1.6%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
6,392 ｔ 6,334 ｔ

24,929 ｔ

19,177 ｔ
1.3% 1.3%

2,132 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 1.2% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 5.2% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.0%

資源化量

58 ｔ

減量化量

10,653 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 4.0% ） 17,045 t

3.6% 2.2%

焼却量 減量化量 10,653 ｔ
1.3%

焼却灰量 6,392

2.2%

減量化量
埋立処分量
資源化量



( ) ( ) ( )
( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )
( )

( )

( )

【処理】 ( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( )

（ ）

有機物、有害物等の資源化できない残
渣物を埋立処分する。440,400 ｔ 22,020

地域名： 大島地域

想定災害名： 奄美群島太平洋沖(北)

土木建設資材等により有効利用する。

t 22,020 ｔ

（ 39.9% ）
2.0% 2.0%

津波堆積
物発生量

非資源化量 埋立処分量
津波堆積物

（廃棄物処理対象量）

(t)

418,380 t 418,380 ｔ

440,400
37.9% 37.9%

資源化量 資源化量

※津波による建物被害からの廃棄物は，以下の処理等により分別を行うことにより，
上記の災害廃棄物発生量に含まれるため処理対象は土砂分となる。
・乾式法：主にふるい選別，磁力選別による可燃物，不燃物，金属，粒度別土砂の分
別
・湿式法：主にスクリーンによる粗選別，磁力選別，解泥・洗浄による細泥分の分別及
び排水処理による細泥分回収，粒度分別による可燃物，粒度別土砂の分別

39.9%

86.0% )

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

資源化量 948,486 ｔ (

※要焼却処理量 42,390 ｔ 0 t
105,950 ｔ

3.8%

)

42,390 t 埋立処分量 87,881 ｔ ( 8.0% )

資源化量 減量化量 66,219 ｔ ( 6.0%

金属回収再生，再生砕石，建設資材
等，復興資材等として有効に活用する。

0.0%

処理総括表

337,148 t
（ 3.8% ）

金属くず 非資源化量

492,518 ｔ

二次破砕・粒度調整等

44.7%

（ 47.1% ） （ 30.6% ） 資源化量

337,148 ｔ 0 t

コンクリートがら
139,467 ｔ 資源化量木くず

その他 重機小割
重機選別
ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕

112,980 ｔ

発生現場粗
選別(手選
別､重機選
別､その他)

不燃系混合物 コンクリートがら 非資源化量

30.6%

資源化量

519,005 ｔ

二次破砕・ふるい選別、手
選別、磁力選別、その他

資源化が難しいため埋立処分とする。【種類】 26,487 ｔ
不燃物 26,487 ｔ混合廃棄物 10.2%

非資源化量
2.4%

（ 12.6% ） 埋立処分量

（ 60.1% ）
33,028 t 2.4%

主に，木質チップ燃料，破砕ごみ燃料等
として利用する。（産業用、発電用等）

33,028 ｔ
3.0%

資源化量 37,230 ｔ

662,185 焼却灰量 0 t 資源化量

ふるい選別
手選別
磁気選別
必要に応じ
脱塩処理
破砕処理
その他，必
要に応じ二
次選別・破
砕等

可燃物
0.4%

3.4%0.0%

0

資源化により極力埋立処分量の減量化
を図る。

可燃系混合物 0.0% 0.0%
39,731 ｔ 39,373 ｔ

143,180 ｔ

110,152 ｔ
3.6% 3.6%

4,202 t 焼却灰量 埋立処分量

t（ 3.0% ） 焼却量 減量化量

災害廃棄
物発生量

資源化量
（ 13.0% ）

(t) 柱角材 0 t

ｔ

0.0%

資源化量

358 ｔ

減量化量

66,219 ｔ

粗選別処理

災害廃棄物処理フロー

発生現場 仮置場 中間処理 処理・処分内訳 処理・処分の内容

セメント原料，山元還元による資源化を
行う。（ 10.0% ） 105,950 t

9.6% 6.0%

焼却量 減量化量 66,219 ｔ
3.6%

焼却灰量 39,731

6.0%

減量化量
埋立処分量
資源化量


